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序．総合整備計画の策定にあたって 

（１）総合整備計画策定の背景 

キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区（以下、「本地区」という。）は、平成 25 年 4 月の「沖

縄における在日米軍施設・区域に関する統合計画（以下、「統合計画」という。）」において示

された嘉手納飛行場より南の駐留軍用地返還予定地の中で、早期に返還され、今後の駐留軍

用地跡地の有効かつ適切な利用に向けたモデルとなる地区であり、その跡地利用は沖縄の振

興にとって極めて重要な取組みとなる。 

平成 26 年 1 月には「沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関す

る特別措置法（以下、「跡地利用特措法」という。）」に基づく拠点返還地に指定され、同年 6

月には跡地利用特措法に基づく、「駐留軍用地跡地利用推進協議会」において「国の取組方針」

策定が決定されたほか、同年 6 月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2014

（骨太の方針）」において、本地区への高度な医療機能（琉球大学医学部及び同附属病院の移

設を含む）の導入が明記された。 

平成 27 年 3 月には跡地利用特措法の一部改正により駐留軍用地内の土地の先行取得を可

能とする「特定駐留軍用地跡地」指定制度が創設され、同月 31 日に初の特定駐留軍用地跡

地の指定を受けた上で、本地区の返還を迎え、同年 6 月に閣議決定された「経済財政運営と

改革の基本方針 2015（骨太の方針）」において、本地区における国際医療拠点構想の推進に

ついて明確な位置づけが行われた。これを受け、内閣府を中心とする関係機関や地主会で構

成する「西普天間住宅地区における国際医療拠点の形成に関する協議会」において具体的な

検討が進められ、平成 29 年 4 月に医療拠点の大要を「沖縄健康医療拠点」とする協議会報

告が行われている。 

さらに、跡地利用計画に関しては、平成 25 年 1 月に策定された「中南部都市圏駐留軍用

地跡地利用広域構想（以下、「広域構想」という。）」を受け、これまでに宜野湾市での検討が

進められ、平成 27 年 7 月 21 日に「宜野湾市軍用地跡地利用計画策定委員会」より「跡地利

用計画（案）」及び「付帯事項」について宜野湾市長へ答申、同月 24 日に宜野湾市庁議にお

いて決定された。跡地利用計画の策定以降、付帯事項について継続的に協議・検討を行い、

平成 30 年 2 月に跡地利用計画を変更し、本地区の跡地利用計画として広く周知を進めるべ

き段階となっている。 

こうした動向を踏まえ、国、県、市、それぞれの位置づけ及び取組方針を整理する中で、

沖縄県では、具体的な地区整備に向け、広域的な見地から包括的な総合整備計画を定めるも

のである。 

なお、次頁で、総合整備計画を取り巻く法体系、計画体系の関係を整理した。 
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図序-1 総合整備計画を取り巻く関連計画の相関 

 

（２）総合整備計画策定の目的 

本地区は、沖縄本島中南部の中心的な位置にあり、那覇中心市街地との近接性や優れた交

通環境、さらには、周辺に多くの駐留軍用地を有することから、今後の沖縄振興の一翼を担

う役割を期待されている。 

また、返還が予定される大規模な駐留軍用地である普天間飛行場との近接性や統合計画策

定後の最初の大規模返還地であることから、開発の在り方を示すモデル地区として特に重要

な位置付けを持つ。 

さらに、現在、国、県、市、琉球大学が一体となって本地区の目標である「沖縄健康医療

拠点の形成」の具現化を進めているところである。 

こうした背景から、沖縄県は跡地利用特措法第 21 条の規定に基づき、宜野湾市の策定し

た跡地利用計画を反映し、国の取組方針と調和を図る計画実現のための整備方針について、

各種高次都市機能の導入が広く県の振興に寄与する観点から、拠点返還地として、総合整備

計画を定めることとした。 
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１．地域の総合整備に関する基本的方針 

（１）対象とする区域の概要 

ア．対象とする区域の広域的位置 

対象とする区域は、沖縄本島中南部都市圏の中央に位置し、沖縄自動車道北中城インタ

ーチェンジ、国道 58 号、国道 330 号に近接するとともに、主要幹線道路（県道宜野湾北

中城線）に隣接する交通の要衝にある。 

また、西海岸の那覇空港からは約 15km、那覇新港から約 10km、東海岸の中城湾港か

らも約 10km と西海岸、東海岸の重要施設からも交通利便性が高い位置にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 広域位置図 
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イ．対象とする区域 

対象とする区域は、宜野湾市の北部にあり、中心市街地である普天間地区より西方向へ

約 1.3km に位置している。 

南側は県道宜野湾北中城線（県道 81 号線）に接し、北、東、西側は米軍の駐留軍用地

（キャンプ瑞慶覧返還時期未定）に囲まれた南北約 0.5 ㎞、東西約 1.3 ㎞、面積約 51ha

の地区である。 

また、本地区の南側は、喜友名、新城、普天間の市街地を隔てて普天間飛行場が存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 宜野湾市都市計画図 
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地区の現況としては、地区中央から東側にかけて、比較的傾斜の緩い斜面地形となって

おり、主に米軍の住宅地として利用されていた。 

地区中央から西側及び北側にかけては、急峻な斜面緑地となっており、西側斜面緑地に

国指定文化財（喜友名泉）が存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 地区現況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 地区航空写真 
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（２）上位計画等における位置付け 

ア．沖縄 21世紀ビジョンにおける位置付け 

沖縄県 21 世紀ビジョン（平成 22 年 3 月）において、大規模な駐留軍用地返還跡地にお

ける取組みとして以下のような整理が行われている。 
 

大規模な基地返還

とそれに伴う県土

の再編 

 跡地利用は周辺市街地と連携しつつ、良好な生活環境の

確保、新たな産業振興、交通体系整備、緑化推進、海岸

環境の保全再生等魅力ある都市空間の形成を図ると同時

に、県内各圏域の多様な機能との相互連携により、沖縄

全体の発展につなげる。 

大規模な基地返還

跡地 

 基地跡地等を活用した鉄道やモノレール、LRT などの軌

道系の新たな公共交通システムや骨格的な道路網の整備

充実を図ることにより、都市交通ネットワークを再編・

構築するとともに、基地跡地等に交通結節機能を形成す

る。 

 基地の存在による精神的な負担を軽減させる施設とし

て、大規模な公園を整備するとともに、基地内に残され

た貴重な自然環境を調査、保全することにより優れた環

境づくりを先導する。 

 沖縄振興発展に資する貴重な空間として、国際機関の誘

致等による国際貢献・協力機能や跡地の立地特性を生か

した都市近接・リゾート機能等の導入を促進、国内外の

大学との連携によるサテライト機能構築やリサーチパー

ク等の拠点形成を図り、跡地の機能を戦略的に活用し、

新たな産業立地を推進する。 

各圏域の機能整備

の方向性[中南部

都市圏] 

 歴史・伝統・文化等を活用した魅力ある広域観光都市圏

の形成。 

 アジアゲートウェイ機能の一翼を担うため、国際的競争

力のある空港・港湾の整備・拡充を図るとともに、国際

物流拠点を形成、観光拠点拡充等新たな産業振興を図る。 

 

沖縄 21 世紀ビジョン基本計画（改定計画）（平成 29 年 5 月）においては、駐留軍用地

跡地の有効利用の推進に向け、沖縄県 21 世紀ビジョンで掲げた基本施策の展開方向に基

づき、「早期事業化に向けた取組み」、「駐留軍用地跡地の計画的な整備」、「跡地における

産業振興及び国際交流・貢献拠点の形成」、「返還跡地国家プロジェクトの導入」、「駐留軍

用地跡地利用の推進についての協議」等の施策展開が示されている。 

また、本地区を含むキャンプ瑞慶覧地区では、骨格的な道路網の整備や新たな公共交通

システム、住宅、商業・業務等の多様な機能導入を検討すること、特に本地区については、
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国、宜野湾市、琉球大学等が連携し、琉球大学医学部及び同附属病院の移設を中心とする

国際性・離島の特性踏まえた沖縄健康医療拠点の形成に向けて取り組むことが位置付けら

れている。 
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イ．中南部都市圏駐留軍跡地利用広域構想から見た位置付け 

沖縄県が関係市町村等の協力のもと策定した広域構想（平成 25 年 1 月）においては、

駐留軍用地跡地を活用し、那覇広域都市圏と中部広域都市圏が一体となる都市圏軸の形成

が示されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 中南部都市圏都市構造図 

 

また、広域構想の基本方針の中で、広域的公園・緑地の整備の基本方針として、広域的

な緑地ネットワーク形成、地区面積の 20％程度以上の公園・緑地の確保が示され、土地利

用の方針として、最優先に「公園・緑地」を確保することが示される等、公園・緑地の確

保に重点が置かれている。 

さらに、産業振興・機能展開の基本方針として、リーディング産業の振興や機能の立地

を目的とした跡地振興拠点地区を各駐留軍用地跡地に導入することが示されている。 
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広域構想では、計画地を含むキャンプ瑞慶覧の整備コンセプトを「優れた居住環境と交

通結節機能を活かした新生活環境都市」としており、以下の考え方が示されている。 

 

○ 水・緑・眺望を活かした癒されるまちの形成 

○ 県土構造の再編・適正化を促す中部縦貫道路及び中部横断道路等の導入 

○ 那覇や他の拠点間を結ぶ利便性の高い公共交通インフラの導入 

○ 自然・眺望などの優れた居住環境を活かした高質の居住機能の導入 

○ 地区内外の居住機能に必要な安心面での生活の質を支える健康・医療関連産業の導入 

○ 地産地消などの新しいライフスタイルを創造する産業の導入 

○ 大規模用地と居住環境を戦略的に活用するキャンプ・合宿等の滞在型スポーツ施設・関

連産業の導入 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6 キャンプ瑞慶覧基本構想図 
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ウ．宜野湾市都市計画マスタープラン（平成 29年 12 月改定） 

普天間飛行場跡地における新たな都市機能の導入及び西普天間住宅地区跡地における国

際医療拠点の形成をベースに、既に開発の進められている西海岸のコンベンション・リゾ

ートエリアや研究・学園都市拠点等との連携や既成市街地の環境改善に普天間飛行場跡地

を活用するなど、都市構造の転換を進めるとされている。 

西海岸のコンベンション・リゾートエリアから市域南東部の学園都市ゾーンにかけて市

の新たな発展の軸（新交流軸）、中南部都市圏を縦断する基幹都市軸を新たな都市構造上

の都市軸と位置づけるとともに、現在の中心市街地の再構築を進めることにより拠点性の

確保を目指し、基幹都市軸を中心とした都市構造へ転換し、効率的な市街地形成を誘導す

るとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 将来都市構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 将来道路網計画図  
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エ．普天間飛行場跡地利用全体計画中間取りまとめ 

普天間飛行場の「全体計画の中間取りまとめ」では、県民・地権者等との合意形成の促

進、県内外に向けた跡地利用情報の発信、今後の計画づくりの推進に向け、下記内容につ

いて、方針が示されている。 

 

跡地利用の目標と実

現に向けた取組み 

「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画」等の広域計画や「基本方針」

を踏まえて、跡地利用の目標等を取りまとめ、跡地利用計画

の策定に向けた前提として位置付け 

計画づくりの方針 広域計画や「行動計画」に基づく計画分野別の検討成果を踏

まえ、「計画づくりの方針」を提案 

空間構成の方針 「計画づくりの方針」をもとに土地利用や都市基盤施設の配

置の方向を取りまとめ 

今後の取組みと手順 これまでの検討成果に基づき、「計画内容の具体化」段階にお

ける主要な取組みの内容や手順等を取りまとめ 

 

また、跡地利用の目標として、新たな沖縄の振興拠点の形成や宜野湾市の新しい都市像

の実現、地権者による土地活用を実現といった 3 つの目標が示されており、沖縄振興に向

けた新たな需要の開拓や世界に誇れる環境の創造、機能誘致等と土地活用の促進に向けた

計画的な用地供給等の取組み実施により、これらの目標を実現していくこととされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-8 配置方針図 
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オ．政府における位置付け 

「経済財政運営と改革の基本方針 2014（骨太の方針）」（平成 26 年 6 月 24 日閣議決定）

における沖縄振興に向けた取組みの実践、本地区への高度な医療機能の導入を始めとする

駐留軍用地の跡地利用の推進の位置付けを受け、「経済財政運営と改革の基本方針 2015（骨

太の方針）」（平成 27 年 6 月 30 日閣議決定）において、本地区における国際医療拠点構想

の推進について、明確に位置付けが行われた。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2017（骨太の方針）」（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）

においては、成長するアジアの玄関口としての沖縄の優位性と潜在力を活用し、日本のフ

ロントランナーとして経済再生の牽引役となるよう、国家戦略として、沖縄振興策を総合

的・積極的に推進することや、国家戦略特区の活用のほか、那覇空港の滑走路増設、クル

ーズ船の寄港受入れのための港湾整備を通じた観光振興、国際物流拠点の形成を図るとと

もに、沖縄科学技術大学院大学の規模拡充に向けた検討や知的・産業クラスターの形成、

子供の貧困対策、人材育成の推進を図ることが示された。 

西普天間住宅地区については、国際医療拠点構想の検討の進展を受け、関係府省庁の連

携の下、琉球大学医学部及び同附属病院の移設に着手し、国際性・離島の特性を踏まえた、

健康医療分野での先端的な研究など、高度な医療機能の導入をはじめとする沖縄健康医療

拠点の形成を進めること、また、普天間高校を活用した人材育成拠点の形成を図ることが

示されている。 
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（３）西普天間住宅地区跡地利用計画 

宜野湾市は、平成 25 年 4 月に返還予定時期が発表されたことを受けて、平成 16 年に策定

した「住宅を中心としたまちづくり」を基本とした計画から、医療や健康をテーマとした特

徴的なまちづくりに変更して「瑞慶覧地区跡地利用基本計画（まちづくり計画）」の見直し作

業を実施し、平成 27 年 7 月に跡地利用計画が策定された。 

また、跡地利用計画の策定以降、付帯事項について継続的に協議・検討を行い、平成 30

年 2 月に跡地利用計画を変更し、平成 30 年 2 月に開催されたキャンプ瑞慶覽（西普天間住

宅地区）の跡地利用に関する協議会において報告された。 

現在、宜野湾市で進められている本地区の跡地利用計画は下図のとおりである。 

沖縄健康医療拠点 

ゾーン 

（約 16ha） 

医療や健康をテーマとした特徴的なまちづくりの中核となる琉球大学医

学部及び同附属病院の移設や重粒子線治療施設の設置検討により計画 

人材育成拠点ゾーン 

（約 5ha） 

地域の将来を支える人材育成のため、普天間高校の移設を想定した計画 

住宅等ゾーン 

（約 13～14ha） 

みどり・水・文化財等により、潤いのある住環境を整えたエリアを中心

に、住宅等ゾーンとして区画道路等を含み計画 

県道宜野湾北中城線（県道 81 号線）沿道には、商業利用も想定したエリ

アを計画 

都市公園 

（約 11ha） 

本地区の貴重な地域資源である湧水、文化財及び自然環境の保全・活用

を図るため、地区面積の約 20%を都市公園として計画 

管理型墓地ゾーン 

（約 1ha） 

本市北部・西部地域に増加する墓地需要に対応するため、都市公園に隣

接した市営墓地を計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-9 西普天間住宅地区跡地利用計画図  
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キャンプ瑞慶覧(西普天間住宅地区) 跡地利用計画 付帯事項 

 

［文化財］ 

文化財調査の組織体制を整えた上で、文化財等の現地調査結果を踏まえ、必要に応じ計

画への反映を検討すること 

 

［支障除去］ 

地区内の支障除去について、慎重な調査を国に求めるとともに、その他の調査等の工程

及び事業計画に影響が出ないように調整すること 

 

［土地利用］ 

上位関連計画や隣接するコリドー地区との計画の整合性を図ること 

骨格道路の配置、線形及び取付位置は、広域的なネットワークや将来交通量への対応等

に留意し検討すること 

土地・建物利用、工作物等の整備においては、地区の魅力を失わないよう、土地の歴史

や文化の継承、現況地形の活用、眺望の確保等に留意することを関係者と共有すること 

 

［地権者合意形成］ 

地権者の意向を反映する機会を設けた上で、計画を策定すること 

管理型墓地については市墓地基本計画の考え方も踏まえた上で地権者の意向に配慮し

ながら位置を決定すること 

周辺土地利用との調整及び沿道商業地の形成など、地権者の意向に可能な限り配慮した

ゾーンの形成に努めること 

 

［推進体制］ 

地区全体の運営管理と個々のゾーンの事業主体とが連携を持った組織体制のあり方を

検討すること 

 

以上 
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（４）地域の総合整備に関する基本的方針 

ア．跡地利用及び整備の基本方針 

本地区は、沖縄健康医療拠点の形成を目指し、これらを実現するための大規模土地利用

を基本とした跡地利用計画としている。 

そこで、これらの機能を支える交通処理を図るため、県道宜野湾北中城線から国道 58

号を結節する骨格となる幹線道路を配置するとともに、幹線道路から県道宜野湾北中城線

を結ぶ補助幹線道路を整備する。 

また、地域に残る樹林地は、景観形成上重要なほか、歴史的資源が包含されているため、

可能な限り保全・活用する。 

さらに、本地区に存する文化財については、地元意向を踏まえた保全・活用に努める。 

 

イ．土地利用及び導入機能の基本方針 

本地区では、沖縄健康医療拠点の核となる琉球大学医学部及び同附属病院等を核とした

高次医療機能の他、普天間高校等の教育・人材育成機能の導入を図る。 

また、地権者の土地活用を踏まえ、地区及び周辺の居住者や大学及び病院の関係者等へ

の生活サービス機能の導入のほか、様々なライフスタイルに対応する住宅の導入を図る。 

 

ウ．周辺地域との連携の基本方針 

①インダストリアル・コリドー南側部分 

早期返還を要望するインダストリアル・コリドー南側部分の跡地利用については、骨

格となる幹線道路の導入空間を確保するとともに、都市機能の役割分担等によって連携

を図る。 

②西海岸地域 

国道 58 号バイパスを介して結節される西海岸地域は、沖縄西海岸道路開通による交

通利便性の向上、海岸線のリゾート環境の整備推進、既存コンベンション機能の活用等

により、観光リゾート産業の発展が期待される地域であり、オーシャンフロント・リゾ

ートの形成を推進するなど、本地区の高次医療機能との連携を図る。 

③普天間飛行場の跡地利用 

近接する普天間飛行場の跡地利用計画においては、本地区における沖縄健康医療拠点

の本格的な展開を担う地区として、ライフサイエンス分野等の学術・研究開発機能や業

務機能の導入を図り、沖縄健康医療拠点機能のさらなる強化を図る。 

④周辺市街地 

本地区に対する都市的サービスの向上の視点から、普天間地区商業地を含めた周辺市

街地については居住機能や生活サービス機能等の補完を図るとともに、地区から波及す

る来街者の受け皿の創出も想定し、住環境の改善も含め、まちづくりの一層の促進を図

る。 
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２．交通通信体系の整備 

〈１〉交通通信体系に係る現況 

・本地区は、県道宜野湾北中城線に接し、インダストリアル・コリドーを介して国道 58 号に結節

する。 

・国道 58 号を通じて那覇市及び名護市方面とつながっており、将来那覇空港から直結される機能

となる沖縄西海岸道路の整備により、ますますの利便性の向上が期待される。また、県道宜野湾

北中城線を通じて、沖縄自動車道、国道 330 号と結節されている。 

・周辺道路の交通量（平成 27 年度交通センサス 24h 交通量）としては、県道宜野湾北中城線（30,704

台/日：4 車線）、国道 58 号（57,888 台/日：6 車線）、国道 330 号（47,188 台/日：4 車線）とな

っており、国道 58 号と県道宜野湾北中城線の交差点である伊佐交差点及び、国道 330 号と県道

宜野湾北中城線の交差点である普天間交差点については、沖縄地方渋滞対策推進協議会（平成 29

年 8 月）において、いずれも主要渋滞箇所・交差点に特定されている。 

・県道宜野湾北中城線を通るバス路線は 3 系統 5 路線となっており、運行本数は日計で 87 本であ

る。 

・現在、本地区内には、交通・通信基盤はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 交通現況図 
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〈２〉交通通信体系に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・沖縄健康医療拠点整備に伴い想定される 10,000 トリップエンド相当の新たな発生集中交通量の

対応 

・主要交差点の渋滞対策 

・地区内の地形やバリアフリーに配慮した道路線形及び勾配の確保 

・将来における普天間飛行場との連携への配慮 

・インダストリアル・コリドー南側部分の返還までの期間における発生交通負荷の低減 

・沖縄健康医療拠点の形成により必要となるバス等公共交通需要への対応 

・将来における鉄軌道等導入との連絡性の確保 

・将来道路である中部縦貫道路をはじめとする広域幹線道路のネットワークとの連携・連結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 交通課題図 

  



18 

〈３〉交通通信体系に係る整備方針 

（１）那覇空港とのアクセス及び広域交通ネットワークとの連携の強化 

ア．地区内幹線道路の整備 

琉球大学医学部及び同附属病院等の立地に伴い県内各所よりこれら施設へ来院を目的と

する数多くの来街者が見込まれるが、鉄道等の公共交通基盤が未整備な状況においては、

当面、来院者の多くは自家用車などを活用することが想定される。 

そこで、本地区の整備に当っては、来院者の車両及び緊急車両の円滑な通行を図るため、

将来的な発生交通量の想定に基づき、地区内幹線道路等の必要幅員（車線数等）を決定す

る。 

また、将来における普天間飛行場と連携を踏まえ、既存の都市計画道路と連結する位置

に地区内幹線道路を配置する。 

さらに、県道宜野湾北中城線との結節部については、付加車線の設置等の各種交通誘導

方策により、将来の発生集中交通に対応した交差点処理の円滑化を図る。 

 

イ．国道５８号へのアクセス道路の確保 

地区内幹線道路については、地区西側のインダストリアル・コリドー内を通り国道 58

号に接続する計画となっていることから、本地区の整備と国道 58 号への接続のタイミン

グに時間差が発生することとなる。 

そこで、先のインダストリアル・コリドー内道路を補完するルートとして、インダスト

リアル・コリドーの一部を日米で共同使用することが合意された地区北西側を橋梁形式で

通過し、国道 58 号へのアクセスを図る。 

 

ウ．周辺道路の改善 

県道宜野湾北中城線の国道 58 号、国道 330 号との結節部についても、付加車線の設置

等の各種交通誘導方策により、将来の発生集中交通に対応した交差点処理の円滑化を図る。 

また、普天間飛行場につながる都市計画道路についても、両地区のアクセス性の向上を

図るために必要となる整備計画を検討する。 

 

エ．バスの利便性強化と鉄軌道導入時への配慮 

現在、本地区から県道宜野湾北中城線の伊佐交差点～普天間交差点間は、路線バス 3 路

線 5 系統が運行しているが、本島全域からの利用が見込まれる琉球大学附属病院の立地に

合わせ、バスによるアクセス環境の向上を図る。交通結節点としての機能を強化し、各地

からダイレクトにアクセスできるバスネットワークの形成を図るとともに、琉球大学附属

病院等においては、バス利用による来院者を踏まえ、敷地内にバス停車場を設置する等、

来院者の利便性の向上に配慮する。 

将来的にはインダストリアル・コリドーへの配置が構想されているバスターミナル（交

通結節拠点）と連携した広域的な基幹バスシステムの導入や長期的には、鉄軌道駅整備の
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可能性を見据え、フィーダー交通（循環バス等）による円滑な交通システムの導入等、今

後の高齢化社会の進展を見据えた公共交通の利便性向上に取り組む。 

 

オ．中南部都市圏の広域的な幹線道路（中部縦貫道路）との整合 

広域構想では、本地区内及びキャンプ瑞慶覧中央部を横断する形で、中部縦貫道路の整

備が描かれているが、中央部の返還時期が不明であることから、現在、ルートの検討が行

われている。 

沖縄健康医療拠点の形成に当たっては、緊急車両等の円滑な通行確保の観点から、日常

的に交通渋滞が発生している国道 58 号、国道 330 号以外のネットワークの確保が喫緊の

課題であり、中部縦貫道路のルートと合わせ、本地区周辺のネットワーク強化に関し、検

討する。 

 

（２）高品質の通信を可能とする情報通信基盤の導入 

沖縄健康医療拠点における高次医療機能を支えるほか、ICT を活用した環境配慮型都市（ス

マートシティ）の形成、防災への対応等の観点から、情報通信企業等と連携し、大容量光フ

ァイバー、地域イントラネットなど、高次情報通信インフラの導入を誘導するとともに、必

要に応じ、これらの敷設空間として、共同溝や CCBox など公共施設の整備計画を検討する。 
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３．生活環境の整備 

〈１〉生活環境に係る現況 

・本地区内には、生活道路や公園・緑地は整備されていない。 

・宜野湾市の上水道は、沖縄県企業局からの受水により宜野湾市水道局が給水しており、市全域が

給水区域となっているが、一方で、本地区を含むキャンプ瑞慶覧内の上水道は、隣接する 4 市町

村の協定により給水を確保している。 

・宜野湾市の下水道は、中部流域関連公共下水道（伊佐浜処理区）に属し、5 市 3 町 2 村で整備を

進めており、本地区は、伊佐処理分区の認可区域に含まれ、伊佐浜幹線が整備され、普天間幹線

が計画されているが、地区内の汚水は取り込んでいない。 

・本地区の雨水は、伊佐浜排水区及び普天間川排水区の認可区域に含まれ、本地区内には、新城雨

水幹線及び喜友名雨水幹線が計画されているが、現在、雨水排水施設は整備されておらず、自然

流下となっている。 

・本地区は個人墓地禁止区域に設定されているが、個人墓地が存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 都市施設計画図 

〈２〉生活環境に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・生活道路や周辺地区（喜友名、新城、普天間）への病院来院者等の不特定多数の流入者の懸念 

・生活環境の向上や様々な機能（交流・環境等）に資する適正な量の公園・緑地の確保 

・各種施設の利用に資するバリアフリーで安心・安全な歩行者ネットワークの形成 

・上水道の確保 

・汚水排水、雨水排水施設の整備 

・個人墓地禁止区域の設定に伴う代替地の確保 

・国内外からの多様な来街者を見込んだユニバーサルな社会環境への対応 
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〈３〉生活環境に係る整備方針 

（１）安心安全な都市基盤の整備 

ア．生活道路 

来街者により日常的な生活に支障を及ぼさないよう、道路については、住民と来街者の

利用区分を徹底し、周辺地区（喜友名、新城、普天間）を含む生活道路から通過交通を排

除することで、安全、安心なくらしの道として整備する。 

また、来街者に対するサインなどを適宜配置することで、住宅地区への来街者の迷走を

回避する。 

 

イ．公園・緑地 

公園・緑地については、住民に親しまれる身近な施設として、地域の固有資源である文

化財や景観、自然環境の保全に配慮して整備する。 

また、公園は、住民同士のコミュニティを醸成する場としての活用に配慮した整備とす

る。 

 

ウ．上水道 

上水道については、隣接する 4 市町村の協定及び水道事業計画を見直し、施設立地にあ

たっては、水道法に基づく認可承認を受けた上で、整備を行う。 

 

エ．下水道（汚水） 

下水道（汚水）については、跡地利用で新たに発生する汚水容量等を考慮して、中部流

域関連公共下水道として、汚水幹線及び枝線を整備し、宜野湾浄化センターで処理する。 

 

オ．雨水排水施設 

現在計画されている雨水幹線及び支線の整備によって、地区整備に伴う雨水排水が可能

か検討し、必要となる排水施設等の整備を行い地区外の既設施設に接続する。 

 

カ．生活サービス施設  

生活サービス施設の立地が期待される県道沿いは、琉球大学医学部及び同附属病院及び

公園用地の配置が想定されており、地区内で生活サービス機能を確保するのは難しい。 

このため、隣接する周辺市街地との連携により、日常的な利便性の向上を図る。 

 

キ．墓地・墓園 

墓地については、墓地基本計画を踏まえ、地権者の意向を把握しながら配置する。 

特に、管理型墓地については、地権者の意向を十分に把握し、また市の関係部署の意見

も取り入れながら区域を選定し、適切な配置を行う。 

また、個人墓地禁止区域の設定に伴う代替地の確保もあわせて行う。 
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（２）地域の歴史・資源を活かした豊かな生活環境の創造 

本地区は、起伏に富んだ地形に豊かな自然環境や文化財等の歴史資源を有している。地形

を活かした眺望のよい宅地、オーシャンビューが楽しめる散歩道、豊かな緑と調和するゆと

りある街並み、昔の字の記憶を継承するまち割りなど、地域固有の環境を新しいまちの魅力

として積極的に活用し、奥行きのある住宅地環境の形成を図る。 

 

（３）ユニバーサルデザインの導入による都市空間の形成 

沖縄健康医療拠点の形成を図る本地区では、県内外や国内外からの様々な医療サービスを

求める来街者を想定し、バリアフリーに対応した誰もが利用しやすい公共交通機関や公共施

設、住宅・建築物の整備を展開する。 

 

（４）文教エリアの形成 

琉球大学医学部及び同附属病院や本地区へ移設を予定する普天間高校を活用し、文教エリ

アの形成を図る。 
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４．農林水産業、商工業その他の産業の振興並びに観光及び保養地の開発 

４-１．沖縄健康医療拠点の形成 

〈１〉国際医療に係る現況 

・歴史的経緯や地理的環境面で、医療分野における沖縄県の特徴は国内の他の都市と異なる特徴を

有している。 

・沖縄県では、亜熱帯地方の環境を活かした感染症対策や天然資源の活用方法の研究が盛んである。 

・医師が沖縄本島の南部圏域に集中し、その他の地域、特に離島における医師の確保が難しい。 

・高度救命救急センターが未設置、敷地内にヘリコプター離着陸場を保有する災害拠点病院がない

など、救急医療体制や災害医療体制が脆弱である。 

〈２〉沖縄健康医療拠点の形成に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・高度医療・研究機能の拡充 

・地域医療水準の向上 

・国際研究交流・医療人材育成 

 

〈３〉沖縄健康医療拠点の形成に係る整備方針 

（１）高度医療・研究機能の拡充 

ア．沖縄バイオインフォメーションバンク 

沖縄県民のゲノムの生体情報と医療情報システムを融合したバイオインフォメーション

を整備し、大規模医療情報の基盤の構築を目指す。  

 

イ．生物資源ライブラリ 

沖縄の生物資源について創薬研究等への橋渡しとなるライブラリを整備し、学術面及び

産業面での利用を促進する。 

 

ウ．感染症対策 

国内外の大学・研究機関と連携しながら、高度医療・研究機能の拡充を図り、企業と連

携したワクチンの開発等を目指す。 

 

エ．創薬開発、医工連携 

国内外の関係機関・民間企業との連携を通じた創薬、診断技術の開発を促進及び医工連

携（産学共同研究）活動による新たな医療工学技術の開発を促進する。 
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 （２）地域医療水準の向上 

ア．県内医療機関への医師派遣機能の強化 

・専門医・指導医を含む医師派遣体制の構築 

・離島・へき地への医師派遣の強化 

 

イ．県内医療機関が連携した臨床研修の実施 

・県内医療機関が連携した研修の場の提供及び研修プログラムの充実 

・クリニカルシミュレーションセンターの拡充 

 

ウ．がんセンターの機能強化 

・がん診療部を設置し診療体制を構築 

 

エ．救急医療及び災害医療体制の整備 

・琉球大学附属病院の災害拠点病院への位置付け 

 

（３）国際研究交流と医療人材育成 

ア．国際的な研究交流 

・ゲノム分野での研究交流 

・海外への研修、海外からの研修受け入れ 

・沖縄の医療をアジアの発展途上国へ展開し、アジアの人材育成に貢献 

 

イ．先進医療に必要な人材の育成 

・ハワイ大学等と連携した臨床研修、災害研修 

・若手指導医の育成のための医学教育フェローシッププログラムの実施 

・海外の研究機関と連携した医師・研究者等の育成 

 

ウ．地域医療に必要な人材の育成 

・特定行為ができる看護師の養成のための研修施設の指定 

・クリニカルシミュレーションセンターの拡充に伴うトレーニング交流の推進 
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（４）良質な医療環境、教育・人材育成環境の提供等 

本地区では、沖縄健康医療拠点として、医療機能及び教育・人材育成機能を提供していか

なければならない。ここではこれらの機能導入を支える環境形成についてインフラの整備の

視点から整理する。 

 

ア．良質な医療環境の提供 

世界的な研究者や医療従事者が医療や研究に全力で取り組めるよう、良質な生活環境の

提供はもとより、仕事の合間に交流や休息・リフレッシュが図れるよう、インフラ整備に

工夫を凝らす。また、利用者の使い勝手を考慮した施設相互の有機的ネットワーク形成に

努める。 

 

イ．良質な教育環境の提供 

世界一流の研究者や学生向けの住宅や医療、子弟教育等、リゾート機能と一体化した快

適な生活環境の整備を図る。 
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４-２．周辺地域との連携 

〈１〉周辺地域に係る現況 

・西海岸地域は、海岸線のリゾート環境やコンベンション施設を有している。 

・那覇空港につながる沖縄西海岸道路の整備が進められている。 

・近接する駐留軍返還予定地最大の普天間飛行場では、跡地利用計画の策定に向けた検討が進めら

れており、新たな沖縄の振興拠点としての整備が期待される。 

・周辺市街地は、商店街等の商業機能は衰退が進んでいる。また、一部、密集市街地が残されてい

る。 

・また、普天間飛行場北端である普天間地区と南端である真栄原地区において、「普天間飛行場周辺

まちづくり実施計画」により、広場や道路、施設の検討が進められている。 

 

〈２〉周辺地域との連携に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・周辺地域との連携による沖縄健康医療拠点機能の強化 

・他の駐留軍返還予定地との連携・役割分担による産業振興 

・リゾート地の形成を目指す西海岸地域との連携による多様な観光ニーズへの対応 

・「普天間飛行場周辺まちづくり実施計画」の推進 

・周辺市街地の活性化 

 

〈３〉周辺地域との連携に係る整備方針 

（１）沖縄健康医療拠点機能の強化 

沖縄健康医療拠点として機能を発揮していくためには、病院等の核施設だけでなく、これ

らを中心に派生する活動を支える機能も不可欠である。国際会議のための会議場や、中長期

滞在も含め、世界各国から来訪する研究者等が快適に滞在できる宿泊施設やアフターコンベ

ンション等については、西海岸地域との連携を強化し、既存資源の活用を図る。 

 

（２）産業振興 

普天間飛行場跡地をはじめとする駐留軍返還予定地との連携・役割分担により、中南部地

域全体で沖縄県全体の発展につながる産業振興及び機能展開を図る。 

特に近接する普天間飛行場では、医療・生命科学産業や環境・エネルギー産業等の研究開

発機能等の導入を図ることが想定されており、新たな沖縄の振興拠点として必要な機能導入

を図るとともに、両地区のアクセス性を強化する。 

また、広域的な幹線道路の整備や鉄軌道等の導入などの広域交通インフラの整備を推進す

る。 
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（３）観光振興 

沖縄西海岸道路の整備等により那覇空港からのアクセス性を向上させ、また、連担する海

岸沿いのリゾート環境を充実させることで観光振興を目指す西海岸地域と連携し、本地区の

高度医療を活かした医療ツーリズムなど、多様な観光ニーズに対応する仕組みの構築、行き

来しやすい環境整備を行う。 

また、「普天間飛行場周辺まちづくり実施計画」を推進し、普天満宮周辺における「普天間

門前“交流”舞台」の整備を行う。 

 

（４）周辺市街地の活性化 

沖縄健康医療拠点で働く人・学ぶ人・訪れる人により発生する飲食や購買、サービス等の

様々なアクティビティは、周辺市街地において補完を図り、国際色豊かな地域特性を活かし

ながら、沖縄健康医療拠点と周辺市街地が一体となった活力あるエリアの形成を図る。 
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５．自然環境の保全及び回復 

〈１〉自然環境に係る現況 

・本地区の北側に中城村南西部を水源とする普天間川が流れている。 

・本地区に存在する喜友名の斜面や安仁屋の谷の緑地は、嘉手納森林から東海岸に至る緑地ととも

に、市域を超えて東西南北に数十キロに及ぶ緑のつながりの一部であり、生態系維持の観点から

も中南部都市圏、さらには沖縄本島にとって重要な緑地となっている。 

・本地区内には、北西側の喜友名の斜面に国指定重要有形文化財である喜友名泉をはじめとして多

くの湧水が存在しているほか、地区内東側の安仁屋の谷は、直線的に伸びる河川渓谷状の地形（イ

シジャー）となっている。 

・本地区内の植生は、大半が人為的な植生となっており、西側斜面は、様々な二次林により構成さ

れる。 

・東側のイシジャー流域（安仁屋の谷）には、良好なガジュマル－ハマイヌビワ群落の自然植生が

残存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 広域的な緑地構造図          図 5-2 地区の植生現況図 
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〈２〉自然環境に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・貴重な動植物の生息生育環境となる 

・広域的な緑地構造の保全 

・地区内西側の喜友名の斜面にみられる湧水の保全 

・イシジャー流域（安仁屋の谷）の地形や自然植生の保全 

・保全する自然環境の良好な維持管理 

 

〈３〉自然環境の保全及び回復に係る整備方針 

（１）中南部都市圏の水と緑のネットワークの形成  

広域的な緑地構造を形成する地区内の緑地（喜友名の斜面・安仁屋の谷等）は、極力保全

し、連続する地区外の緑や普天間川等の水系等とともに、広域的な水と緑のネットワークを

形成する。 

また、これら広域的な観点から保全すべき緑地については、「水、緑、生態系の保全及び回

復を図る緑」として、県・市の「緑の基本計画」に位置付ける。 

 

（２）公有地、民有地を活用した水・緑・生態系の保全・回復 

地区内北西側の喜友名の斜面にみられる湧水を保全するため、地区西側の斜面緑地を公共

の公園・緑地として積極的に保全するとともに、周辺市街地からの汚水の流入対策を図る。 

また、自然度の高い緑地が残されているイシジャー流域（安仁屋の谷）についても、地形

や自然植生を公共の公園・緑地として保全する。 

また、琉球大学及び同附属病院などの施設立地が見込まれる大規模街区内の民有地につい

ては、現況の地形を活かすとともに、積極的に緑化する。 

現況緑地の中で培われてきた生態系については、その貴重性の調査を十分に行うとともに、

緑地の再生や水系の保全等により、生態系全体を通じた保全に努める。 

 

（３）自然環境の持続的な保全・活用策の確立 

地区内の自然環境については、持続的に保全・活用されるよう、歴史・文化などの他の要

素と組み合わせて、景観法（景観重要公共施設）等の関連法制の積極的な活用を図る。 

また、将来に渡ってこれらの資源を保全、活用していくための体制づくり（民間活力を活

用した PPP スキームの導入、管理母体となる NPO 組織の組成など）や、イシジャー等の観

光や学習の場としての活用を行う。 
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６．良好な景観の形成  

〈１〉景観に係る現況 

・本地区は海岸線の浸食による石灰岩台地によって起伏のある特徴的な地形を形成しており、南東

部から北西部に至る、緩やかな傾斜地となっている。 

・県道宜野湾北中城線から見下ろす東シナ海や西海岸に連続する市街地等の眺望は、重要な景観資

源となっている。 

・県道宜野湾北中城線沿いに喜友名グスク跡があり、複数の拝所跡が見られる。 

・北西部斜面の下部には湧水群が分布しており、付近には水田耕作地跡が確認されているほか、北

側の段丘下部には村落跡が確認されている。 

・本地区及び隣接するインダストリアル・コリドー内の沖縄電力株式会社が所有する高圧線鉄塔が、

景観阻害要因となっているだけでなく、高圧線線下地の土地利用に制限を有している。 

 

〈２〉景観に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・地形構造に応じた建物のデザイン的な配慮 

・沿道景観等の形成に向けた規制及び誘導方策の検討 

・住宅地の景観誘導 

・高圧線鉄塔の将来的な取扱いに向けた検討 

 

〈３〉良好な景観の形成に係る整備方針 

（１）地域特性を活かした風景の創出  

ア．自然の地形的特徴を生かした景観形成 

地区固有の石灰岩台地に由来する特徴的な地形が景観の骨格を形成しており、南東部の

県道宜野湾北中城線沿いの段丘から北西部の西海岸地区に向いた段丘にかけて概ね緩や

かな傾斜地となっている。 

また、県道宜野湾北中城線沿いの標高の高いエリアから西海岸地区を眺望した場合、視

覚的に重要な領域（俯角：10°～30°の領域）は、斜面緑地～市街地を経て西海岸地区～

東シナ海・水平線となっている。 

したがって、緩やかな地形を活かした景観形成並びに俯瞰景の領域に配慮した眺望景観

の保全を図る。 

 

イ．歴史的資源を活かした景観形成 

県道宜野湾北中城線沿いに喜友名グスク跡が位置し、そのグスク跡地内に複数の拝所跡

が確認されている。また、北西部斜面地下部には湧水群が分布し、その付近にはかつての

水田耕作地跡が確認されているほか、北側の段丘下部では古村落跡が確認されている。 
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そこで、斜面緑地の保全と併せて整備される公園については、かつて緩斜面に広がる独

特の農村集落景観を構成していた斜面林、湧泉、水田耕作地跡（湿地）、拝所等を一体的

に保全し、歴史的な景観を継承する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 地区の景観構成図 

 

（２）地形や眺望を活かした良好な景観の形成  

ア．地区全体及び各ゾーンの景観形成方針 

本地区全体の景観形成方針としては次の４つが挙げられている。 

ⅰ）緑を多く取り組んだ潤いと安らぎのある住宅地景観の創出 

ⅱ）斜面緑地や県道からの海への眺望を活かした美しい眺望景観の創出 

ⅲ）跡地利用計画に応じた各地区でのまとまりある良好な街並みの創出 

ⅳ）喜友名グスク・喜友名泉等の自然・伝統的景観の保全 

上記の景観形成方針に基づき、沖縄健康医療拠点及び人材育成拠点ゾーンにおいては、

自然環境・歴史文化資源の保全や緑の創出による魅力ある沖縄健康医療拠点としての風格

ある景観形成を、住宅地ゾーンにおいては、緩やかに傾斜した特徴的な地形を活かした緑

豊かで潤いやくつろぎのある沖縄らしく国際的な住宅地景観を、都市公園ゾーンにおいて

は、斜面林、喜友名グスク・喜友名泉等の歴史文化資源を保全・活用した緑により、安ら

ぎと潤いのある景観の形成を図る。 

 

イ．沖縄らしい沖縄健康医療拠点の都市景観づくり 

本地区の景観は、これまでのゆったりとした低層の米軍住宅地の景観から、琉球大学医

学部及び同附属病院など大規模な建築物の建設による、新たな都市的景観が形成される。

このため、建築物だけでなく工作物や法面などの土木構造物も含め、地区外からの見え方

を考慮した修景やセットバック、分節化等によるボリューム感の緩和等により、周囲の環

境との調和を図る。 
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また、個性ある建築デザイン、電線類の地中化や米軍基地の記憶を残すサインデザイン

など、沖縄健康医療拠点にふさわしい、洗練されたなかにも沖縄らしい都市景観づくりを

目指す。 

 

ウ．付加価値の高い住宅地景観づくり 

本地区は、海が臨める良好なロケーションにあり、住宅地としても高いポテンシャルを

有している。本地区は、宜野湾市が策定した景観計画の中で、景観づくりの先導的な役割

を担う重要な地区としても位置づけられていることから、地形と調和する街区形状の工夫

や、ゆとりある建て方の誘導、デザインコードの設定など、群としての景観誘導を図り、

付加価値の高い住宅地景観の形成を目指す。 
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７．地域の総合整備に関し必要と認める事項  

７-１．環境配慮型都市（スマートシティ）の形成 

〈１〉環境配慮に係る現況 

・地球温暖化による異常気象、農作物への被害、生態系への深刻な影響が生じている。 

・東日本大震災以降、エネルギー供給に関する考え方が大きく変化してきている。 

・省エネや創エネの推進が、我が国における現在の大きな潮流となっている。 

〈２〉環境配慮に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・沖縄の蒸暑気候への対応 

・社会潮流に即したスマートシティの実現 

・低炭素、省エネ、サスティナブルなどの都市形成課題への対応 

・跡地利用全体としてのスマートシティ化 

・環境配慮に対する地権者の理解、合意形成 

〈３〉環境配慮型都市（スマートシティ）の形成に係る整備方針 

（１）循環型社会の形成に向けた先進的まちづくり （スマートシティ） 

ア．基本的な考え方 

本地区では、「環境配慮型都市づくり」を基本理念に設定し、蒸暑地域である沖縄の特性

を活かし、保全する自然環境と先進的技術の融合によるスマートシティの取り組みを積極

的に推進する。 

 

イ．自然環境資源の活用 

本地区の有する地形（地下構造含む）、植生・水系・風向等の自然環境を活用し、蒸暑地

域の特性を活かした環境への負荷を軽減したまちづくりを行う。 

具体的には、自然植生の保全や積極的な緑化、水辺の創出によるヒートアイランドの防

止、風や日影のほか、鍾乳洞等地下空間の空調活用等による省エネ化を想定する。 

 

ウ．地域エネルギーマネジメントシステムの導入 

エネルギー需要の大きい大規模病院や災害時の避難所として機能する教育施設等を踏ま

え、系統電力と LNG 供給（地区内に LNG サテライトを整備）等によるエネルギー供給

想定する。 

この際、電力と熱を供給することで、平常時の省エネルギー化を図るとともに災害時の

エネルギーバックアップを担うことを想定する。 

また、CEMS 等を導入し、デマンドレスポンスによるエネルギーの融通やピークカット

によるさらなる省エネ化を図る。 
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エ．低炭素まちづくり計画を活用したスマートシティの実現 

本地区におけるスマートシティ実現のため「低炭素まちづくり計画」を策定し、国の「エ

コまち計画」に基づく事業に対する支援制度等を最大限に活用し、効果的なスマートシテ

ィ実現に向けた事業実施を推進する。 

また、地権者、大規模病院等の需要者やエネルギー事業者、地方公共団体等の連携によ

る低炭素まちづくりを推進する組織を組成し、スマートシティ化の実現を推進する。 
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７-２．広域防災機能の確保 

〈１〉広域防災機能に係る現況 

・地区の大部分は海岸段丘上の台地部に位置することから標高が比較的高く、津波浸水予想の浸水

被害区域ではない。 

・地区南側の新城区公民館及び喜友名区公民館が地域の避難所に指定されている。 

・国道 58 号が第一次緊急輸送道路に、国道 330 号及び県道宜野湾北中城線が第二次緊急輸送道路

に指定されている。 

〈２〉広域防災機能に係る跡地利用計画を進める上での課題 

・津波被災等を想定した防災安全性を備えた広域的な避難場所の確保 

・緊急支援物資搬出入等の広域的観点からの緊急輸送道路の機能強化 

・災害時の病院の活動環境の確保 

〈３〉広域防災機能の確保に係る整備方針 

（１）広域的な防災拠点の形成 

本地区は、標高が高い海岸線に近接するエリアであるほか、琉球大学医学部附属病院のほ

か同医学部の移転が予定されていることから被災時の緊急的な避難拠点になる可能性が高い。 

また、広域的な観点から、将来的に普天間飛行場跡地への整備が予定されている中部縦貫

道路や都市公園を活用した、災害時の広域的医療・避難拠点の形成が想定される。 

そこで、地区整備にあたっては、将来における広域的防災拠点の形成の一翼を担うため、

津波を想定した避難路の整備や避難所となる耐震性の高い建物整備を行うとともに、非常時

の水の確保等、円滑な病院活動が可能な環境整備を図る。 

また、ICT 技術を活用した災害情報提供システムの整備や津波標識、避難標識の設置によ

る避難誘導を一体的に実施するほか、地域防災力向上の観点から、自助、共助の取り組みの

基となる自主防災組織の結成や防災訓練など防災教育の徹底により防災体制・意識の充実を

図る。 
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７-３．インダストリアル・コリドー南側部分との一体的な整備推進 

〈１〉インダストリアル・コリドーに係る現況 

・統合計画でインダストリアル・コリドーは、平成 36 年度又はその後に返還可能、インダストリ

アル・コリドー南側部分については、「返還をできる限り早期に行う取組を、段階的返還を考慮す

ることにより行う。」と示されている。 

・インダストリアル・コリドーは国道 58 号、西海岸道路、県道宜野湾北中城線に隣接し沖縄自動

車道とも繋がる交通の要衝に位置し、「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域構想」において、イ

ンダストリアル・コリドーは交通結節拠点に位置付けられ、BRT（幹線バスシステム）や LRT

の導入等が示されている。・インダストリアル・コリドー南側部分は本地区に隣接し、本地区から

国道 58 号へのアクセスを確保する上で枢要なエリアである。 

・インダストリアル・コリドー内に存在する高圧線鉄塔について、送電線は伊佐交差点付近からイ

ンダストリアル・コリドー南側部分の境界部を通り、本地区を通って再びインダストリアル・コ

リドー北側に続いている。 

・インダストリアル・コリドーの地権者の意向については未整理の状況である 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 キャンプ瑞慶覧基本構想図 
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〈２〉インダストリアル・コリドー南側部分に係る課題 

・本地区と異なる返還時期を踏まえた本地区の国道 58 号へのアクセス路の確保及び下水等供給処

理施設の整備 

・沖縄健康医療拠点や、周辺地域と連携した跡地利用計画 

・地区内幹線道路の一部橋梁を持つ構造で計画されていることに配慮した沿道土地利用 

・自然資源や歴史文化資源などの保全活用に向けた本地区との一体的な検討 

・高圧線鉄塔の将来的な取扱いに向けた検討 

・跡地利用の実現に向けた地権者との合意形成の促進 

〈３〉インダストリアル・コリドーに係る対応方針 

（１）インダストリアル・コリドーの跡地利用の方向性の早期確定 

本地区とインダストリアル・コリドーは、地形の特性等から密接な関係にあり、特にイン

ダストリアル・コリドー南側部分は、道路・供給処理施設等のインフラ整備や自然環境の保

全、送電線の取扱い等、密接不可分な関係にある。また、本地区が目指す沖縄健康医療拠点

の玄関口にあたることから、本地区と都市機能の役割分担等による連携がまちづくりの相乗

効果をもたらすことになる。 

そのため、沖縄健康医療拠点機能のより効果的な発現に向けて、また、インダストリアル・

コリドー南側部分の早期返還の取組みを行うために、まずは、インダストリアル・コリドー

全体の跡地利用の方向性を早期に定めることが必要である。 

 

（２）インダストリアル・コリドー南側部分の早期返還の実現 

インダストリアル・コリドー南側部分は、西海岸地域や北部地域との結節点にあり、先行

して動き出している本地区や西海岸地域の活性化の上で重要な役割を果たすエリアである。 

このことからも、早期に定めたインダストリアル・コリドー全体の跡地利用の方向性をも

とに、インダストリアル・コリドー南側部分については、段階的返還を前提にした、返還を

できる限り早期に行う取組のために、実現性の高いより具体的な土地利用計画の策定、地権

者との合意形成、段階的返還の必要性をアピールする等の取組が急がれる。 
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７-４．高圧線鉄塔 

〈１〉高圧線鉄塔に係る現況 

・西普天間住宅地区には、キャンプ瑞慶覧整備後に設置された高圧送電線が通過しており、伊佐交

差点からインダスリアル・コリドーに渡り、西普天間住宅地区西側地区界沿いを通り北側のキャ

ンプ瑞慶覧（返還未定地）に接続している。 

・地区内の鉄塔は一箇所で、「キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）跡地利用計画」では、鉄塔及び

線下地は緑地として計画されている。 

・当該地区の鉄塔には、132kV 2 回線、66kV2 回線の計４回線が架設されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2 西普天間住宅地区送電線ルート 

＊「キャンプ瑞慶覧（西普天間住宅地区）跡地利用計画」より作成 
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〈２〉鉄塔に係る課題 

・本地区への玄関口となる伊佐交差点付近に鉄塔が位置するほか、本地区から海方向を望む方向に

送電線が横切り、景観上の大きな阻害となる。 

・また、高圧線線下地は土地利用が大きく制限されるなど、資産価値にも大きな影響を与える。 

〈３〉鉄塔に係る対応方針 

（１）鉄塔の取り扱いに関する方向性の決定 

地区を通過する送電線は、今後のまちづくりを考慮すると、移設や地中化が望まれる。西

普天間住宅地区においては、琉球大学医学部および同附属病院の移転が平成 36 年度末予定

で進められるなど、まちづくりの本格化を控えていることから、土地の造成等が始まる前に

方向性を決める必要がある。 

方向性の検討にあたっては、当該送電線が返還未定のキャンプ瑞慶覧内等も通過すること

から、広域的・長期的な視点で検討を行う必要がある。 

 

（２）関係者の役割分担の整理 

鉄塔を移設する場合はその費用、移設しない場合は資産価値への影響が生じる。鉄塔が米

軍時代に設置された経緯を踏まえ、関係者間で適切な役割分担を整理していく必要がある。 

 

 


